
１．はじめに
JT‐６０における公募型研究協力（以下，共同研究１）は日

本原子力研究開発機構（以下，原子力機構）の中期計画を

踏まえつつ，同機構の核融合研究施設を利用した研究を幅

広い分野の研究者と協力してお互いの特長を活かし共通の

目的を持って進めることにより，双方の研究の一層の発展

を図ることを目的として実施されている．本研究協力事業

は平成１１年度から旧日本原子力研究所（原研）施設利用協

議会の下で核融合研究施設を利用する公募型研究協力の一

環として開始された．トリチウム安全性試験装置（CATS:

CaissonAssembly forTritiumSafety study），核融合中性子

源施設（FNS: Fusion Neutronics Source），MeV級イオン源

試験装置（MTF: MeV Test Facility）等の核融合工学研究施

設や JFT‐２M（課題公募は１５年度で終了）と合わせて研究

協力の課題が公募され，同協議会の核融合専門部会（部会

長：濱田核融合科学研究所教授）で課題の選定が行われて

きた．

平成１７年度下期（原子力機構発足後）は原子力機構核融

合研究開発部門で平成１８年度の共同研究の課題を公募し，

同部門に設置した核融合研究協力委員会（委員長：濱田核

融合科学研究所教授）で課題の選定を行い，現在に至って

いる．

文部科学省（科学技術学術審議会）に設置された核融合

研究ワーキンググループによって日本の「核融合研究の重

点化」（以下，重点化）が提言され（平成１５年１月），その

中で JT‐６０はトカマク国内共同研究の中核と位置づけられ

るとともに，共同企画・共同研究の運用体制を早期に確立

することを強く望まれた．このため，旧原研核融合研究委

員会の活動の見直しを行い，同委員会を共同企画・共同研

究の運用母体と位置づけ，共同企画・共同研究の方策，大

枠の研究目標の討議と自己評価が行われてきた．

このような重点化以降の共同企画・共同研究の運営体制

の構築とともに，JT-60 共同研究の研究課題数，研究協力

者数が顕著に増加し，平成１８年度はそれぞれ３３件，１６５名に

上っている．また，遠隔実験システムの整備，解析コード

群の提供など共同研究の環境の整備も進められている．共

同研究の成果の発表件数は JT-60 全体の２０－３０％を占め

る．具体的には，ブートストラップ電流による中心ソレノ

イド無し運転，電子サイクロトロン波によるMHD不安定

性制御，プラズマ‐壁相互作用，先進レーザー技術のプラズ

マ計測への応用，トカマクとヘリカルの比較研究などに，

顕著な成果が上がっている．

我が国のトカマク研究の発展と人材育成の観点から更に

多くの研究者，大学院生が本共同研究に参加されることを

期待して，JT-60 共同研究の全体像につき解説する．

（木村晴行）

２．共同企画・共同研究の運営体制
２．１ JT-60 共同企画・共同研究の運営体制の構築

平成１５年１月，文部科学省 科学技術・学術審議会 学術

分科会 基本問題特別委員会 核融合研究ワーキンググルー

プによる，「今後の我が国の核融合研究の在り方について

（報告）」がまとめられ，日本の「核融合研究の重点化」が

提言された．その中で JT-60 はトカマク国内共同研究の中
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核と位置づけられた．これを機に同年３月，旧原研核融合

研究委員会（委員長：高村名古屋大学教授）の活動の見直

しを行い，同委員会を「原研と核融合コミュニティの炉心

プラズマ研究に関する戦略的共同企画・共同研究の運用母

体」と位置づけ，共同企画・共同研究の方策，大枠の研究

目標の討議と自己評価が行われてきた．この際考慮すべき

重要な観点として，�国内研究者の開発研究への参加の意
義と核融合科学研究所が実施している学術共同研究との違

い，�原子力機構の独立行政法人としての経営権との整合
性があった．

最初の観点については，原子力機構はトカマク炉心プラ

ズマ開発の中核的機関と位置づけられており，原子力委員

会や科学技術学術審議会が定める開発の方針に従って開発

研究を進める必要がある．核融合科学研究所は学術研究の

推進のために大学共同利用機関としての役割を果たしてき

たが，原子力機構も，その責任をもつ開発研究について国

内の研究者に対してオープンであるべきで，大学等の研究

者の創意との相乗効果によって開発研究の一層の進展が期

待できる．原子力機構には国の負託による開発研究を効果

的に進めることが求められることから共同研究の実施は目

標の達成に資するものと位置づけることができる．国内研

究者の自発的な研究提案を重視しつつ，全体として開発目

標に向かって研究開発を進めるには，原子力機構と核融合

研究者コミュニティーが大枠の研究目標を共同で討議し，

それに沿った共同研究テーマを募集し実施することが重要

と考えられた．この点が，研究者による自律的な学理の探

求を重視すべき学術研究と異なっている．

第２の観点については，共同企画の場としての炉心プラ

ズマ共同企画委員会（旧原研時代は核融合研究委員会）の

委員長，JT-60 専門部会（旧原研時代はトーラス実験専門部

会）の部会長は核融合コミュニティーから出し，実施にお

いては原子力機構のライン組織の長（先進プラズマ研究開

発ユニット長）が責任者を務め，機構職員と大学等の研究

者が共同で実験テーマ班のリーダーを務めることで，整合

性をとることが可能と判断した．

平成１８年度からは共同企画・共同研究の運営体制の一層

の強化を図るため，原子力機構核融合研究開発部門に設置

した炉心プラズマ共同企画委員会（委員長：犬竹）におい

て，JT-60 による研究開発等の討議と共同研究の課題の選

定を一体的に行うこととなっている．図１に平成１７年度上

期以前（旧原研）および現在（平成１８年度）の共同企画・

共同研究の体制を示す． （犬竹正明，菊池 満）

２．２ JT-60 実験テーマ制における共同企画・運営の進展

JT-60 では，原子力機構および大学等からの実験提案に

基づいて対象領域毎に研究テーマ班を構成し，原子力機構

および大学等からそのリーダーを選び，その下で実験・解

析研究について共同で企画・運営している．この共同運営

体制は平成１４年度から開始し，当初は，いくつかの研究

テーマ班のリーダーを大学等の研究者としていたが，現在

では，全ての研究テーマ班に，原子力機構と大学等から

各々１人ずつ共同リーダーを置き，研究領域全体を共同運

営している（図２（a））．大学等からのリーダー数は現在６

名である（図２（b））．このような共同企画・共同研究の計

画および結果に関しては，平成１７年度までは核融合研究委

員会トーラス実験専門部会，平成１８年度からは炉心プラズ

マ共同企画委員会JT-60専門部会において，ITERおよびそ

れを支援する国際トカマク物理活動等への日本としての貢

献を考慮しつつ議論を進め，テーマ班の運営に反映してい

図１ JT-60共同企画・共同研究の体制（（a）平成１７年度上期以前
（旧原研），（b）現在（平成１８年度））．

図２ （a）JT-60研究テーマ班の構成と大学等からのリーダー，
（b）大学等からのリーダー数の年次変化．
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る．

例えば，平成１７年度から１８年度にかけての実験計画の立

案と実施については，以下のようなプロセスで進めた．図

２（a）の研究テーマ班構成の下で，原子力機構および大学

等からの共同リーダーが中心となり，原子力機構の中期計

画を踏まえつつ，様々な実験提案を吟味・改善し，テーマ

制全体で進める６つの重点課題（例：高ベータ長時間維持，

自由境界限界を超える高ベータ化），および各研究テーマ

班毎の重点研究課題を定めた．これらをトーラス実験専門

部会で議論し，具体的コメントを反映させ，年間計画を確

定した．実験の実施にあたっては，適宜テーマリーダー会

議を開きつつ，JT-60 の装置状況に応じて柔軟な運営を

行った．

図３に，テーマ制における実験提案の受け入れから実験

の実施までのプロセスを示す．国内共同研究の提案に関し

ては，大学等の研究者と，原子力機構の担当者との間で，

JT-60 の装置状況や研究計画との整合性を吟味しつつ，最

大の成果があがるよう，実験提案を改善していく過程が極

めて大切である．海外からは，主に国際トカマク物理活動

が推進する様々な国際装置間比較実験の提案がなされてい

る．これら，国内・国際共同研究と原子力機構の研究者か

らの実験提案を，該当する研究テーマ班で評価，改善し，

共同化や合理化を行う．そして，これらをテーマリーダー

会議でさらに議論し，実験の実施に至るものである．実験

の意義や結果の吟味に関しては，厳しい議論が行われ，必

要な放電数や実験回数が決められる．そこでは，共同研究

者自身の責任あるデータ解析が必須である．例えば，２００６

年の第２１回IAEA核融合エネルギー会議で口頭発表を行っ

た「Evolution of Bootstrap-Sustained Discharge in JT-60U

（東京大学，高瀬他）」［１］の場合，実験の実施・解析の過程

を３度繰り返し，その都度担当研究テーマ班での詳細な議

論を重ねた．上記の IAEA会議では，合計４件の発表を共

同研究者が行ったが，他の共同研究も含めて，JT-60 の研

究の幅を大きく広げつつ，開発研究を加速するものとなっ

ている． （小川雄一，鎌田 裕）

２．３ 共同研究の公募，課題採択

JT-60 共同研究の公募は原子力機構のホームページに募

集要項を掲載することにより行われている．昨年度に募集

された共同研究のテーマは，原子力機構の中期計画を踏ま

えて，以下の四つの研究課題に沿ったものであった．

�� 燃焼プラズマ制御手法の研究
�� 定常高ベータ化研究
�� 炉心プラズマ研究開発のための装置技術開発

�� 炉心プラズマ物理機構解明のためのモデルの開発・
検証

これらに対応する具体的な応募課題として，以下の１５テー

マのいずれかに沿った内容であることを必要とした．

・高圧力プラズマの定常維持手法の研究

・高自発電流割合の定常維持手法の研究

・高密度・高放射領域での閉じ込め改善の研究

・電流駆動と電流分布制御の研究

・電流ホールの研究

・コアプラズマの輸送・内部輸送障壁の研究

・周辺ペデスタル部での輸送およびELMの研究

・MHD不安定性およびディスラプションの研究

・高エネルギー粒子の挙動の研究

・ダイバータ／SOLプラズマの研究

・プラズマ・材料相互作用の研究

・先進粒子補給の研究

・計測器の共同開発および新しい計測データ評価方法の

研究

・加熱装置の開発研究

・大容量電気エネルギー変換制御技術の開発研究

応募者は申請に先立って研究および技術的な内容につい

て原子力機構の担当者と協議を行い，双方が合意した上

で，申請を行うことになっている．応募資格は大学，民間

および公的研究機関の研究者並びにこれに準ずる職員等で

ある．なお，大学等の場合，研究代表者は助手以上の職に

ある者とし，研究協力者には大学院学生を含む．

共同研究の課題選定は原子力機構核融合研究開発部門に

設置した核融合研究協力委員会により行われた．核融合研

究協力委員会の委員は総数２４名，その内の原子力機構外部

の委員は委員長を含めて１４名であった．応募書類の内容に

つき上記委員会で審査を行い，その審査結果に基づき核融

合研究開発部門長が採否を決定した．

来年度（平成１９年度）の課題募集期間は平成１９年１月上

旬～２月中旬の予定である． （木村晴行）

３．共同研究の進展
３．１ 研究課題数，研究協力者数

JT-60 共同研究は平成１１年度から研究課題数，研究協力

者数がそれぞれ，２件，６人でスタートした．その後，研

究課題数，研究協力者数は順調に拡大して行った．特に重

点化（平成１５年）以降，顕著に増加し，平成１８年度はそれ

ぞれ３３件，１６５名に上っている．図４，図５はそれぞれ平成

１１年度からの研究課題数，研究協力者数の増加の様子を示

す．図６に研究協力者数の職種別年次変化を示す．重点化

後の JT-60 共同研究の進展に伴い，参加する大学院生の人

数も増加しており，平成１７‐１８年度は約６０名に達している．

図７に課程別大学院生の人数の年次変化を示す．博士課程

と修士課程の比率はほぼ同程度である． （木村晴行）

３．２ 参加する研究機関

JT-60 共同研究に参加した研究機関は平成１１年度の開始

以来，合計３５機関に及ぶ（平成１８年度の参加機関数は２５）．

図８に平成１１年度以来これまでに参加した研究機関名を示

図３ JT-60における実験提案と実施のプロセス．
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す．平成１１年度以来の共同研究参加者数の累計は約８００名

であるが，図９にその研究機関別の内訳を示す．核融合科

学研究所が最も多く，次いで，九州大学，京都大学，東京

大学，名古屋大学，筑波大学，北海道大学，・・・の順に

参加者が多い． （木村晴行）

３．３ 研究協力分野の変遷

図１０は JT-60 共同研究の課題を��輸送・粒子補給，��

MHD不安定性，��加熱電流駆動・高エネルギー粒子，��
SOL／ダイバータと熱・粒子，��プラズマ‐壁相互作用，
��モデリング／シミュレーション，�	プラズマ計測，�
加
熱装置の８つに分類し，それぞれの課題数の変遷を示した

ものである．最近の傾向としてコアプラズマ関連である輸

図７ JT-60共同研究に参加する大学院生数の課程別年次変化．

図４ JT-60共同研究の研究課題数の年次変化．

図５ JT-60共同研究に参加する研究協力者数の年次変化．

図８ JT-60共同研究に参加した研究機関（平成１１年度から１８年度）．

図６ JT-60共同研究に参加する研究協力者数の職種別年次変化．

図９ JT-60共同研究に参加した研究協力者数の機関別内訳（平成
１１年度から１８年度までの累計（約８００名）の内訳）．
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送・粒子補給，MHD不安定性，加熱電流駆動・高エネル

ギー粒子の研究課題数の和はほぼ一定であるが，プラズマ

計測，加熱装置関係の研究課題が増えている．コアプラズ

マ関連ではMHD不安定性に関する研究課題が比較的多

い． （木村晴行）

３．４ 遠隔実験システム

JT-60 では，研究協力を推進するため，遠隔地の多数の

研究者が効率的に実験に参加できる遠隔実験システムを開

発した．従来，実験の実施には装置のあるオンサイトへの

移動が必要でありその効率化が大きな課題となっていた．

また，遠隔地からの実験実施には，大型装置を保護し安全

な運転を担保して，制御システムへの不正侵入を防止する

ための高度なセキュリティーの確保が必要であった．そこ

で，原子力機構が IT Based Laboratory（ITBL）計画にお

いて開発してきたグリッドコンピューティングにおけるセ

キュリティ技術を用い，高度なセキュリティの下で遠隔地

からでも実験を実施できるシステムを開発した．

システムの構成を図１１に示す．JT-60 実験条件作成，結

果表示，設備状態監視用端末とほぼ同等の情報をウェブ上

で提供する遠隔実験管理システム（遠隔実験サーバに搭載）

と，外部からのアクセスに対してネットワークセキュリ

ティを保つ ITBLセキュリティシステムとから構成される．

本システムは，セキュリティを確保しつつ，遠隔地の大

学等の研究者がパソコン等のウェブブラウザを使って JT-

60 の実験条件（放電条件）の設定や運転状況の把握ができ

る環境を提供している．本システムと，TV会議システム，

遠隔からの実験データ表示・解析ツールを併用することに

より，外部の研究者は所内の研究者とほぼ同等の環境で実

験を実施できる．実験運転の安全を確保する観点から，外

部から JT-60 装置へ直接的な運転操作はできないシステム

構成となっている．

ITBLのセキュリティシステムにおいては，利用者を電

子証明書で認証し，遠隔実験サーバと利用者のパソコンと

の間の通信データを暗号化し盗聴を防止することにより，

不特定の利用者による実験条件の改ざんや JT-60 制御シス

テムへの不正侵入を防止する．遠隔実験管理システムで

は，JT-60 制御システム外のネットワークからのアクセス

を遠隔実験サーバまでに限定することにより，JT-60 制御

システムへの外部からの侵入を防止しつつ，実験条件等の

データの送受信を可能とした．外部の研究者が作成・保存

した実験条件は，所内の研究者が作成・保存した実験条件

と同様に，JT-60 運転体制の管理下に置かれ，実験条件の

適合性検査を経て実行される．

平成１８年６月に当システムを用いて京都大学から JT-60

への遠隔実験を行い，その実行可能性を確認した．また，

この開発したシステムは，今後，JT-60 改造装置 JT-60SA

や国際熱核融合実験炉 ITERでの遠隔実験の実現に向け

図１０ JT-60共同研究の課題数の研究分野別年次変化．

図１１ JT-60遠隔実験システム概念図．
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た，技術基盤となる． （小関隆久）

３．５ 環境整備（解析コード群）

JT-60 では各計測器で収集されたデータの多くを計測

データ処理システムで物理データに変換し計測データベー

スに登録している．研究者はフロントエンド計算機である

解析サーバにログインすることにより，これらの計測デー

タの解析を行うことができる．図１２に JT-60 における計測

データの流れと解析コード群の関係を示す．

解析サーバでは以下に示す解析コード群を使用すること

ができる．但しこれらのグラフィカルインターフェースに

はXウインドウシステムを使用しているので，利用者の計

算機ではXウインドウを使える必要がある．

・計測データの時間波形の表示（DAISY: DAta Illustration

SYstem）［２］

DAISYは主に計測データベースに登録された計測デー

タの時間波形を表示するためのコードである．利用者は各

計測データの名称またはコード番号を入力することによ

り，複数の計測データの時間波形表示，それらの波形同士

の簡単な演算，微分，平滑化，カーソル位置での数値デー

タの読み出し，外部ファイルへの数値データの書き出し等

を行うことができる．また複数のウインドウを開いてそれ

ぞれ異なるフォーマットで波形を表示することも可能であ

る．表示するデータや縦軸横軸の設定情報等はファイルに

保存することができる．

・プラズマの最外殻磁気面形状の同定（CCS: Cauchy-

Condition Surfacemethod, FBI: Fast Boundary Identifica-

tion）［３，４］

CCS，FBI は磁気計測データからプラズマの最外殻磁気

面形状と内部インダクタンス等のいくつかのマクロ量を計

算するためのコードである．CCSはコーシー条件面法と呼

ばれる新たな解析手法に基づいて計算を行うものであり，

必要な係数等のテーブル化により実時間処理も可能で JT-

60の制御システムでも用いられている．一方FBIはプラズ

マ電流をフィラメント近似して磁気計測データと整合する

ように各フィラメント電流を調節するものである．計測器

の視野や加熱装置のビームラインなどの表示も可能であ

る．フェライト鋼タイル設置後はCCSによる解析が標準と

なっている．

・プラズマのMHD平衡解析（SELENE）［５］

これのフロントエンドである上記のCCSまたはFBIが出

力した磁気計測データおよびマクロ量に基づきグラッド・

シャフラノフ方程式を解いてプラズマのMHD平衡を求め

るコードである．この結果はMHD平衡データベースに登

録される．通常は磁気軸における安全係数を１と仮定して

自動的に計算を行うことができるが，MSE計測により局所

磁場データが存在する場合には，これを含めたより正確な

解析が可能である．

・計測データの磁気面へのマッピング（SLICE: experimen-

tal data time SLICE monitoring software）［６］

SLICEはMHD平衡データベースに登録されたデータを

用いて計測された空間分布データを磁気面量として磁気面

上にマッピングするコードである．これにより視野の異な

る計測器のデータも統合的に扱うことができる．SLICE

では計測データの各種関数によるフィッティング，線積分

量として計測されるデータのアーベル変換等を行うことも

できる．またここで得られた結果に基づいて下記のTOP-

ICS コード用の入力データを作成することができる．

・粒子軌道追跡モンテカルロコード（OFMC: Orbit Follow-

ing Monte-Carlo）［７］

OFMCは粒子ビーム加熱，高周波加熱，アルファ粒子に

よる高速イオンの加熱分布，運動量分布等を粒子軌道追跡

により解析するコードである．

・プラズマ電流解析コード（ACCOME: Analyzer for Cur-

rent drive COnsistent with Mhd Equilibrium）［８］

ACCOMEは定常状態におけるブートストラップ電流

や，粒子ビーム駆動電流，高周波駆動電流等の外部駆動電

流をMHD平衡と矛盾無く解くための解析コードである．

・トカマクプラズマ予測解析コードシステム（TOPICS:

TOkamak Prediction and Interpretation Code System）

［９］

TOPICS は，実験データに基づく輸送特性解析・プラズ

マ性能評価から，次期装置・核融合炉におけるプラズマ性

能予測等まで，トカマクプラズマ特性の広範囲な解析を行

える．FBI（orCCS）‐SELENEで計算されたMHD平衡デー

タや SLICE で作成された分布データ，OFMCで計算した

NBI による粒子・エネルギー源分布等を，TOPICS で利用

することが可能であり，また，TOPICS 内部の物理モデル

で計算することも可能である．

共同研究でより簡便にTOPICSを使えるようにするため

に，ウェブブラウザ上でTOPICSを使えるシステムを開発

中である．またDAISY，SLICEについても機能は限定され

るがウェブブラウザで使えるシステムの暫定版を公開して

いる． （内藤 磨）

３．６ 研究発表件数

重点化後，JT-60 全体の研究発表件数に占める共同研究
図１２ JT-60における実験データ解析の流れ．
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の成果発表は増加し，図１３に示すように，学術誌論文（査

読あり），会議論文（査読なし），口頭発表に占める共同研

究の成果は，それぞれ全体の２０‐３０％を占める．JT-60 全体

としてインパクト係数（IF）の高い論文誌に数多く発表し

ているが，図１４に示すように，重点化後，共同研究にかか

わる論文発表において，インパクト係数の高い論文誌の占

める割合が急増している．IAEA核融合エネルギー国際会

議の発表件数についても重点化後，共同研究の成果に関す

る発表件数は顕著に増加しており，かつ，成果発表が相手

機関の研究者によって行われる比率が高い．平成１８年の第

２１回 IAEA核融合エネルギー国際会議ではJT-60共同研究

の成果として９件を発表し，内４件の発表が大学等の研究

者によって行われた． （木村晴行）

４．共同研究の主な成果
４．１ 中心ソレノイド無し運転の開発

トカマク方式核融合炉の設計において，中心ソレノイド

（CS:CenterSolenoid）を用いずにプラズマ電流を立ち上げ，

維持することができればより高磁場でコンパクトな核融合

炉の実現が可能となる．また外部からの電流駆動だけでな

く，自発電流（ブートストラップ電流）を利用して電流を

立ち上げる（ブートストラップオーバードライブ）ことが

できれば，加熱・電流駆動設備の簡素化および循環電力の

低減にもつながり，核融合炉の経済性の改善が可能とな

る．本研究では，CS無し運転の実証および自発電流による

電流立ち上げを目指して，高瀬を中心として平成１４年度よ

り共同研究を進めてきた．

平成１４年度には，九州東海大学の御手洗の検討をもと

に，高周波入射と合わせて垂直磁場コイルおよび三角度制

御コイルの電流を時間変化させて磁束をプラズマに注入す

ることにより，プラズマ電流を立ち上げることから始め

た．その結果，電子サイクロトロン波（ECRF）単独，ある

いは低域混成波（LHRF）と組み合わせて入射中に，垂直磁

場コイルおよび三角度制御コイルの電流変化を最適化する

ことにより，CSを用いずにプラズマ電流を生成し，立ち上

げることに成功した．さらにこの高周波によって立ち上げ

た低密度プラズマを高密度化し，中性粒子ビーム（NB）で

加熱することにより高ベータプラズマへと移行させること

に成功した．このプラズマは内部輸送障壁（ITB: Internal

Transport Barrier）と Hモードを併せもつ高い閉じ込め性

能をもつばかりでなく，９０％以上という極めて高い自発電

流割合をもつことがわかった［１０‐１２］．この放電の波形を

図１５に示す．この成果はフランスのリヨンで行われた「第

１９回 IAEA核融合エネルギー会議」でポストデッドライン

口頭発表論文に採用された［１１］．

平成１５‐１６年度には，三角度制御コイルのトーラス内側

に巻いてあるターンも不使用とし，完全なCS無し状態で

のプラズマ電流の立ち上げを実証した．さらに高周波，特

に電子サイクロトロン波と垂直磁場の立ち上げの組み合わ

せによるプラズマ電流立ち上げの詳細なスキャンを行っ

た．これにより，十分なECRFパワー（JT-60 の場合は約１

MW）を用いれば，真空容器中にポロイダル磁場のヌル点

が無い場合でも垂直磁場の立ち上げとの併用により，プラ

ズマ電流を生成できることを示した．また，共同研究のも

う一つの課題であるブートストラップオーバードライブの

実証に向けた放電作りを進めた．その結果，過渡的にでは

あるが，自発電流がほぼ１００％あるいはそれ以上であると

考えられるプラズマを得た．これらの成果は，ポルトガル

のヴィラモウラで行われた「第２０回 IAEA核融合エネル

ギー会議」で発表された［１３，１４］．

ここまでの成果を踏まえ，平成１７‐１８年度には垂直磁場

の立ち上げも用いず，ECRFのみでプラズマ電流を立ち上

げることにも新たに挑戦した．この実験には，京都大学の

前川らが，低アスペクト比トカマク装置 LATE［１５］で行っ

てきた電流立ち上げの実績を生かして共同研究に参加し

た．前川らのグループによる真空磁場配位の検討をもと

に，新たな垂直磁場コイルと三角度制御コイルの結線を用

い，真空磁場配位の最適化を行った．その結果，ECRFパ

ワーのみにより約18 kAのプラズマ電流を生成することに

成功した．一方，ブートストラップオーバードライブ実証

研究も，フラックス一定制御等の新たなフィードバック制

御を織り込んで進められた．その結果，外部からの磁束の

出入りが無い状態で自発電流によると考えられるプラズマ

電流の上昇を観測することに成功した．また，プラズマの

自律性が強い，自発電流が支配的な放電におけるプラズマ

の振る舞いを調べた．高自発電流割合プラズマに関する研

図１４ JT-60共同研究に係る査読付き論文発表件数の年次変化．

図１３ JT-60全体の研究発表件数に占める共同研究の成果発表の
割合．
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究成果は，中国の成都で行われた「第２１回 IAEA核融合エ

ネルギー会議」で口頭発表された［１］．

本共同研究は，主に大学側による事前の検討と機構研究

者の放電開発経験の協調により成果を生み出した成功例で

あるといえる． （高瀬雄一，井手俊介）

４．２ 電子サイクロトロン波によるMHD制御

新古典テアリングモード（NTM: Neoclassical Tearing

Mode）はプラズマベータ値を制限する電磁流体力学的不安

定性の１つであり，その抑制・安定化が高ベータプラズマ

を安定に維持するための重要な課題として位置づけられて

いる．NTMは，磁気島内の圧力分布が平坦化するために

ブートストラップ電流が流れなくなり，その効果により磁

気島の成長が助長される．電子サイクロトロン（EC）波入

射による電流駆動（ECCD）は局所的に電流駆動を行うこと

ができる特徴を有しており，NTMの発生により欠損した

ブートストラップ電流を補償することが可能であることか

ら，NTMを安定化する有力な手法と考えられている．JT

-60Uの高��Hモードにおいては，����3/2や2/1のNTM

が発生し，高ベータプラズマの長時間維持を妨げる原因と

なっている（�はポロイダルモード数，�はトロイダルモー

ド数）．本協力研究では，ECCDによるNTM安定化の物理

機構の解明や安定化手法の確立を目的とし，高��H-mode

プラズマにおいて発生した����3/2 の NTMの安定化に

関する実験およびシミュレーションを行った．

ECCDによりNTMを能動的に安定化する場合，NTM

発生位置（磁気島中心）に高精度でECCDを行う必要があ

る．ECCD位置が磁気島中心から数 cmずれると安定化効

果が激減することが指摘されていて，JT-60 の実験でも観

測されていた［１６］．NTM発生位置は電流分布の変化とと

もに移動することから，実時間でECCD位置を最適化する

必要がある．JT-60 では，NTM発生位置を実時間で同定

し，EC波入射位置をミラー駆動により最適化するシステ

ムを開発した．このシステムにより����3/2 の NTM

を完全に安定化し，ベータ値および閉じ込め性能を改善す

ることに成功した［１７］．ミラー駆動によるNTM安定化は

ITERにおいても想定されていて，この成果はミラー駆動

方式を世界で初めて実証するものとして重要である．

さらに，NTM発生前にECCDを行いその発生を抑制す

るという新しい運転方式の開発も行った．このECCDを早

期 ECCD（preemptive ECCD）と呼ぶ．図１６はECCDによ

るNTM安定化実験でのプラズマ放電の時間発展例であ

る．同じECパワー（2.3 MW）を入射した場合でも，NTM

発生前にECCDを行った場合にはNTMの磁気揺動強度を

より効果的に抑えられることが明らかになった［１８］．

NTMの成長が飽和したときにECCDを行った場合（飽和

期ECCD）と比較すると，同じECパワーに対して磁気揺動

強度は小さくなっている．また，早期ECCDの場合，飽和

期ECCDの場合の約８割のECパワーでNTMを完全に安

定化できることも明らかになった．さらに，磁気島の発生

時期も早期ECCDではECパワー増大とともに遅れが観測

された．このような早期ECCDの効果を実験的に明らかに

したのは本研究が世界で初めてであり，米国のDIII-D装置

の追試においても同様の効果が確認された［１９］．また，EC

駆動電流分布幅が飽和磁気島幅と同程度の場合，ECCD

位置が磁気島幅の半分程度ずれた場合は安定化効果が小さ

くなり，飽和期ECCDと同様の精度でECCD位置を最適化

図１５ 高周波でプラズマを生成し，プラズマ電流を立ち上げ，NB加熱により高密度，高ベータプラズマへと移行させた放電の典型波形．図
中の記号の意味は以下のとおりである；プラズマ電流（Ip），一周電圧（Vl），垂直磁場コイル電流（IVR），三角度制御コイル電流（IVT），
OHコイル電流（IF），EC/LH／正イオン源 NB／負イオン源 NBパワー（PEC/PLH/PPNB/PNNB），ポロイダルベータ（�p），電子/イオン温
度（Te/Ti），線積分電子密度（nel）.
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する必要があることも明らかになった．また，さらにベー

タ値の高い領域（����）において早期ECCDを行った結

果，����3/2 NTMの発生を抑制し高閉じ込めプラズマ

（H89PL～2.1）を維持することに成功した［２０，２１］．

これらのNTM安定化効果の物理機構を解明するため

に，NTMを記述する修正ラザフォード方程式を1.5次元の

輸送解析コードTOPICS に組み込んだ．その結果，磁気島

の時間発展を模擬することが可能となり，実験で観測され

る����3/2 の NTMの時間発展をよく再現できることが

明らかになった．また，ECCDによる電流分布の変化に起

因する有理面の径方向の移動もシミュレーションにより定

量的に評価できるようになった結果，電流分布の時間変化

に合わせてECCD位置を最適化することが重要であること

が明らかになった［２１，２２］． （長崎百伸，諫山明彦）

４．３ プラズマ‐壁相互作用

JT-60 におけるプラズマ‐壁相互作用に関する共同研究

は平成１３年度より開始された．JT-60 はトリチウムを分析

できる国内唯一の核融合プラズマ実験装置であり，全国１２

の大学・研究機関から合わせて５３人の研究者，大学院生が

参加し，その得意とする分析技術，分析装置（イメージン

グプレート，昇温脱離装置等）を持ち込んでプラズマ‐壁相

互作用の研究を総合的に実施した．ここでは，これまでに

得られている結果のうち炭素の損耗・再堆積と水素（トリ

チウム）の蓄積に関連する結果をまとめた．詳細は［２３］を

参照されたい．また表１に得られた結果をJETで得られて

いる結果と比較した［２３，２４］．

� JT-60内でD-D反応により生成された1MeVのトリチ

ウム（T）の約半分は軌道損失およびリップル損失機構に

よりプラズマ対向壁の表面から 1 μm以上の深さに打ち
込まれ蓄積されていた．そしてそれらの分布は第１壁水

平位置，内外のダイバータ，およびバッフル板そしてダ

イバータドーム部に多くなっていた［２５］．したがって

JT-60 のトリチウム分布は ITER等の燃料として導入さ

れるトリチウムの挙動を反映せず，むしろ高エネルギー

粒子の挙動研究に利用できる［２６］．もちろん残りの半分

はプラズマ温度まで熱化され，それらはプラズマ対向壁

表面に入射し，いったんは壁表面に蓄積されるものの，

引き続く多量の重水素の入射により置き換えられてしま

うため，プラズマに面するタイル表面近傍にはトリチウ

ムは存在しない．

� 一方D（H）の大半は炭素再堆積層に蓄積されており，

その水素濃度は（H+D）／Cの原子比で 0.03 程度であっ

た．この水素濃度は表１からわかるようにJETやTFTR

で報告されている 1.0～0.4 に比べて極めて小さい［２７］．

これは JT-60 が通常３００℃で運転されており，かつダイ

バータは強制冷却されていないため，タイル表面の温度

がさらに上昇しているためであろう．

� ダイバータ領域の炭素の堆積と損耗を詳しい調査によ

り，外側ダイバータは損耗（最大損耗深さ約70 μm）され，
内側ダイバータ部では再堆積（最大 230 μm程度）してい
ることが見いだされた［２５］．トーラス全体の損耗・堆積

に外挿すると，内側ダイバータでは0.55 kgの炭素が再堆

積していたのに対し，外側の損耗は 0.33 kg であったの

で，その差は，第一壁が損耗されてダイバータ部に堆積

したことになる［２５］．いずれにしろ JT-60 におけるこの

0.55 kg の体積量は，JETのダストだけでも 1 kg（表１参

照）が集められているのに比べると非常に少ない．

� JT-60 では再堆積や損耗の分布はトロイダル方向にか

なり均一であった．JT-60 のダイバータは隣り合うタイ

ル間に段差が出ないように配置されており，さらに設置

されたあと内部で段差がでないように研磨されている．

これによりトロイダル方向のいわゆるエッジ効果が極め

て少なく，炭素の損耗が抑えられていることも損耗／再

堆積が少ない原因の一つだと思われる．

� JT-60 では，真空容器中ダイバータ付近はもとより，

排気ダクト等の低温，遠隔部でもダストの回収はわずか

で再堆積もほとんど見られなかった（表１参照）［２３，２８］．

JETでは真空容器中ダイバータ近傍で約250 g，全体で1

kg ものダストやデブリが回収されているのと比べると

非常に少ない．これはJT-60が通常全体を３００℃に保って

運転しているため，再堆積層中の水素濃度が低くまたそ

の構造が黒鉛に近く，かつ基板にしっかり付着しており

はがれてダストになることが少ないためと考えられてい

図１６ ECCDによるNTM安定化実験，（a）早期入射，および（b）飽
和期入射における放電［１８］．各図上段より，線平均電子密

・度（ne），規格化ベータ値（�N），磁場揺動強度（|B|），ECおよ
び NBパワーである．また，両放電において，プラズマ電
流，トロイダル磁場，安全係数（q95）はそれぞれ，1.5 MA，
3.7 T，3.8である．
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る．

� JT-60 では水素の壁飽和が見られている［２９］．水素の

蓄積はプラズマに面する部分でのダイナミックなもの

と，プラズマには直接面しない領域で形成される炭素再

堆積に取り込まれていくスタティックなものに分けられ

る．ダイナミックな水素蓄積は１回の放電中に飽和に達

し得るのに対して，スタティックな水素蓄積は，ショッ

トを重ねるにつれ増えていく．このような現象はTore-

Supra で見られている［３０］．そこでは，供給する水素の

約半分が常に壁のどこかへ排気されていることがわかっ

ている．JT-60 で壁飽和が起こることは，即ちスタ

ティックな水素蓄積が少ない，即ちプラズマに面しない

ところでの炭素の再堆積が少ない，ということの現れで

あろう．

以上のように JT-60 中における炭素および水素の輸送・堆

積（蓄積）挙動はJETと比べるとかなり異なったものになっ

ている．両者の差の原因として考えられる主なものは，作

られるプラズマの差を別にすると，

� ダイバータ構造の違いおよびダイバータ部の排気方法

の違い

� ダイバータタイル表面温度の違い（JETでは全体が

２７０℃程度でダイバータは水冷，JT-60 では全体が３００℃

でダイバータは水冷されていない）

� プラズマ対向壁の設置方法の違い（JT-60 では隣り合

うタイルの間に段差がないように精度良く削られている

が，JETでは一枚のタイルが大きく，隣り合うタイルに

段差がある）

等があげられる．これらの結果は，ITERのダイバータの

設計や，壁材料の選択に活かされている．また今後はこれ

らを念頭に，さらなる PMI の研究とデータの集積によ

り，ITERでの実験や引き続くDEMO炉等の設計へ大きな

寄与ができると思われる． （田辺哲朗，宮 直之）

４．４ 先進レーザー技術のプラズマ計測への応用

JT-60におけるYAGレーザーを用いたトムソン散乱装置

の整備は１９９３年から始まり，当初のレーザー性能はエネル

ギー 2 J，繰り返し 10 Hz（平均出力 20 W）であった．実験

側の要請から，高時間分解測定が求められ，その後レー

ザーの高繰り返し化改造を行った．高出力固体レーザーの

高繰り返し化で問題となるのは，励起源であるフラッシュ

ランプのエネルギーの大半が熱としてレーザーロッドに伝

わり，熱ひずみによりレーザー光の波面が乱されることで

ある．このことが固体レーザーの高出力化を妨げる原因の

一つになっている．たとえば，レーザーロッドの温度分布

が屈折率分布を引き起こし，あたかも凸レンズのように振

る舞い（熱レンズ効果），思わぬところでレーザー光が集光

してしまい，熱レンズの焦点近傍にある光学コーティング

や光学素子が破壊されるのがその一例である．原研側では

レンズ系の組み合わせだけで，熱レンズ効果を補正し高出

力化を図ったが，1.5 J，30 Hz（45 W）まで上げるのが限界

で，１９９７年頃にはこれ以上の高繰り返し化には新しい技術

の導入の必要性を感じていた．

この問題を容易に解決してくれるのが，誘導ブリラン散

乱位相共役鏡（以下，位相共役鏡と略す）であることは知っ

ていた．通常の鏡で反射した光は，単に方向が変わって広

がりながら進むが，位相共役鏡で反射した光は位相が時間

を遡るようにもと来た道を返り，往路で受けた波面ひずみ

が復路で打ち消される．位相共役鏡を用いれば波面の乱れ

を自動補正してくれるので，非常に質の高いレーザー光を

発生させ，増幅できる．そこで，原研では SiCl４を媒質とす

るロシア製の位相共役鏡を購入し，高出力化を図ったが，

原研のレーザーのパワーレベルは相当に高く，媒質内で絶

縁破壊が発生して使い物にならなかった．原研の担当者は

位相共役鏡に関する文献を調べるうちに，阪大に優れた位

相共役鏡の技術が有ることがわかった［３１］．そこで，原研

の上司に阪大と協力研究を行いたいと提案したが，所外と

の積極的な協力研究の体制が整っておらず，その提案は却

下された．その後，原研側の方針が変わり協力研究の体制

が整い，原研担当者から阪大側へラブコールを送り，２０００

年から協力研究をスタートした．

原研のYAGレーザーを用いて位相共役鏡の反射率を

測った結果，阪大で開発した位相共役鏡は入射エネルギー

1.5 J，繰り返し30 Hzの条件で絶縁破壊することなく，９８％

の高反射率を持つことを確認し，世界最高の反射性能を示

すことがわかった［３２］．そこで，原研のレーザー装置に位

相共役鏡を組み込み，像伝送やセレーテッドアパーチャー

といった阪大のレーザー要素技術も導入して，光学レイア

ウトを改良した結果，平均出力 45 W（エネルギー 1.5 J，繰

り返し 30 Hz）の当初性能から，平均出力で８倍を超える，

373 W（エネルギー 7.46 J，繰り返し 50 Hz）の性能を得る

ことができた（図１７参照）［３３］．フラッシュランプ励起のQ

スイッチレーザーとしては，これも世界最高レベルの性能

である．同時にビーム品質（集光輝度）も良くなり，さら

に集光性能で８倍の増強を見た．結果としてプラズマ中で

は数十倍の集光出力密度の改良がなされていると思われる．

当初は，レーザーの高出力化を目指して協力研究を進め

てきたが，これとは別に位相共役鏡を散乱計測に直接応用

JETMkIIAダイバータ JT-60UW型ダイバータ

内側ダイバータでの
炭素堆積速度

5 g/h
6.5×1020 atoms/s

6 nm/s
3×1020 atoms/s

外側ダイバータでの
炭素タイル損耗速度

2.3 nm/s 0.7 nm/s

再堆積層の水素濃度
（D/Cまたは（H+D）/C）

0.4－0.1 <0.05

プラズマに面してい
ない場所での特に堆
積の多い所

内側ダイバ－タの排
気口周辺およびクラ
イオポンプ入口の
ルーバー部

ダイバータ底部

集められた炭素ダス
ト量

1 kg 7 g

ダイバータ排気口の
位置

水平方向内側 底部

トロイダル方向のタ
イルとタイル間段差

数mmの段差
段差が出ないように
研磨

ダイバータ構造の温度 水冷構造のためタイ
ル温度は 500 K以下

真空壁温度の 600 K
よりやや高い温度

表１ JET MkIIAダイバータと JT-60 W型ダイバータとの比較
（［２３，２４］による）．
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できることを思いついた．プラズマを透過したレーザー光

は殆どエネルギー損失を受けていないので，それを位相共

役鏡で折り返し，その光を再度散乱計測に再利用し２倍近

い散乱光を得る「ダブルパストムソン散乱計測」を考案し，

その有効性を JT-60 実験で実証した．この計測法では，位

相共役鏡で反射されたレーザー光がもと来た道を忠実にた

どることから，一度位置合わせをすれば，迷光の増大もな

く，アラインメントフリーで計測できるメリットがある．

さらに，ダブルパストムソン散乱を発展させ，一対の位相

共役鏡間に電気光学効果でレーザー光を閉じ込め，数倍以

上の散乱光を得る「マルチパストムソン散乱計測」も提案

し，両機関共同で特許を取得した［３４‐３６］．

研究開発，装置改造が好調に進んだのには理由がある．

那珂研究所のトムソン散乱計測チームには優秀な光学，電

子，機械，工作技術職員チームがついており，結構長い

レーザー整備期間を持っていた．これは阪大の核融合レー

ザーチームの仕事の進め方とよく似ている．プラズマ研究

者からの依頼をしっかりと把握し，自分達の知恵も入れて

実験を遂行してくれるのである．大阪チームは年に２‐３度

しか出張しないが，レーザー装置改良は年間通して好調に

進み，レーザー装置も高い稼働率で稼働していた．また，

レーザー稼働上の各種問題点が逐一大阪にも報告され，大

阪チームも根気よく解決策を探すのである．２年も経つと

原研の研究者の光学研究の力量が格段にあがり，大阪チー

ムは凄く楽になった．その間にも大阪で経験した高出力固

体レーザーの開発研究の知恵はそっくり那珂研に伝えられ

て実行されてきた．

阪大レーザー研におけるレーザー核融合で培われたレー

ザー技術と，JT-60 でのプラズマ計測技術が融合した本協

力研究の成果は，当学会でも評価され第１０回技術進歩賞を

賜った．本協力研究で開発されたレーザーの設計概念は

ITERの周辺トムソン散乱計測用レーザーに用いられるこ

とになっている．現在の共同研究のテーマは ITERまたは

その先をいく診断用レーザー開発に研究対象が移動し，引

き続き研究協力を進めている． （中塚正大，波多江仰紀）

４．５ トカマクとヘリカルの比較研究

トロイダル系閉じ込め装置における輸送現象の統合的理

解を目的として，トカマク装置 JT-60とヘリカル装置LHD

での電子系内部輸送障壁（電子系 ITB）の形成条件，およ

びそこでの輸送特性の比較研究を行った．トカマク装置で

は，弱磁気シアおよび負磁気シアプラズマにおいて，熱・

粒子輸送が著しく低減する ITBが形成される．ITBを有す

るプラズマは，優れた閉じ込め性能と高い自発電流割合が

得られるため，定常トカマク核融合炉での運転モードに想

定されている．そのため，ITBの形成機構や輸送特性に関

する研究が重点的に進められている．一方，中心負磁気シ

アを固有の性質として持つヘリオトロン・トルサトロン型

のヘリカル装置では，イオンルートから電子ルートへの遷

移に伴い，電場シアの形成と顕著な異常輸送の低減（電子

系 ITBの形成）が観測され，その物理機構が解明されつつ

ある．両装置に共通した物理機構の包括的解明，および各

装置固有の物理機構の体系化は，核融合プラズマの基盤研

究に資するばかりではなく，トカマク・ヘリカル双方のプ

ラズマ性能向上に著しく貢献するものである．

最初に，JT-60 の負磁気シアプラズマ（プラズマ電流

���1.0 MA，トロイダル磁場���3.7－3.8 T）およびLHD

プラズマ（���1.52 T）において，電子系 ITBの形成条件

を調べた［３７］．両プラズマでは，中心領域に電子サイクロ

トロン（EC）波加熱を行うことにより，電子温度分布にITB

が観測される．EC波加熱パワー（����）を増加させた時の

規格化電子温度勾配（�����）の変化を，両プラズマにて系

統的に調べた．ここで，�は大半径，���は電子温度勾配の

スケール長（��������）である．図１８（a）に示すように，

LHDでは密度で規格化したEC波加熱パワー（�������）が

1.2－1.4×10－１９MWm３の範囲において，�����に明確な遷

移が観測される．一方，JT-60 では�������の増加に対して

�����が連続的に増加しており，遷移現象は見られない．

���������の範囲では，�����の最大値は両装置で同程度

である．遷移現象の有無は電子系 ITBの形成機構の違いに

起因していると考えられる．LHDでは，イオンルートの小

さな負電場から電子ルートの大きな正電場への速い遷移が

図１７ レーザー性能の進展．図の左側の欄にレーザー増幅器の光学レイアウトの変遷（□はレーザー増幅器を表し，レーザーロッドの径も
併せて記載した．SBS-PCMは誘導ブリラン散乱位相共役鏡を表す），図の右側の欄にそれに伴う最大平均出力（＝出力エネルギー×
繰り返し周波数）の変遷をプロットした．２０００年から研究協力による既存のレーザー装置の改造を開始した．位相共役鏡を原研の
レーザーに組み込み改良を重ねた結果，当初の８倍を超える平均出力，ビーム品質として８倍の集光性向上を得た．
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起こることにより電子系 ITBが形成されると考えられ

る．一方，JT-60 の負磁気シアプラズマでは，負磁気シアの

形成そのものが電子系ITB形成に関連していると考えられ

る．このことは，LHDでは電場シアが，JT-60 では磁気シ

アが電子系 ITB形成に重要であることを示唆している．ま

た，ITBが形成された後の電子温度分布にも，図１８（b），

（c）に示すように両装置で違いが見られる．JT-60 では，強

いITBの内側で平坦な分布が観測されるが，LHDでは観測

されない．JT-60 では中心の安全係数が大きくなるのに対

して，LHDでは中心の安全係数分布が比較的平坦であるこ

とに関連していると考えられる．しかしながら，最近の

JT-60 の実験において，中心領域で平坦な安全係数分布の

場合でも平坦な温度分布が観測されており，両者の違いに

ついてはさらに調べる必要がある．

次に，ITBでの電子系の熱輸送特性を明らかにするため

に，ペレット入射により周辺部にコールドパルスを導入

し，その内側領域への伝搬を用いて過渡輸送特性を調べた

［３８］．LHD，JT-60 共に ITB領域でコールドパルスによる

温度減少が，その外側領域に比べて大きくなることを観測

した．この時の電子系の熱拡散係数��の��および���

依存性を，非線形熱輸送モデル（�����
������

�）を用いて

調べた．その結果，���への弱い依存性（���）と��の

��に対する負の依存性（���）を明らかにした．特に，JT

-60 では，ITBの足部周り（外側領域も含めて）で��の

��に対する負の依存性が見られている．ITBプラズマで

は，観測される領域に違いがあるものの，両プラズマで共

通な物理現象が観測されている．ITB無しプラズマにおい

ては，LHDでは��は��に主に依存するのに対して（��

3/2－5/2，���），JT-60 では��は��と���の両方に依

存しており（��0.5－2，��1.6－3），両装置で異なる輸送

特性が観測されている．

さらに，輸送特性が変化する過渡状態での輸送解析（ダ

イナミック輸送解析）を，ITBが存在する JT-60 負磁気シ

アプラズマおよび LHDプラズマにて行った［３９］．両装置

において，��が減少した内側の領域で��が増加する現象が

観測され，弱くて広いITBと強くて狭いITBの遷移および

その逆遷移が自発的に起こることを明らかにした．このこ

とは，輸送特性の非局所性およびいくつかの輸送レベルの

存在を示すものである．

以上のように，両装置で共通，および異なる物理現象が

明らかになってきており，今後トロイダル系閉じ込め装置

における輸送現象の統合的理解を目指してさらに研究を進

める必要がある． （居田克巳，竹永秀信）

５．おわりに
平成１５年１月の核融合研究ワーキンググループの報告を

踏まえ，それまで原子力機構職員がほとんど利用していた

世界最高レベルのトカマク型核融合実験装置 JT-60 の運用

が原子力機構と国内核融合コミュニティによる共同企画・

共同研究に転換して以来４年弱が経過した．この間予算的

には減少の一途ではあったが，国内研究者の強い要請を踏

まえ最低限の実験運転時間を確保することができ，欧州の

主力装置JETの1/4の予算でも多くの国内共同研究論文の

投稿により第２１回IAEA核融合エネルギー会議（２００６年）で

の論文採択数が装置別で最大になるなど，我が国のトカマ

ク共同研究重点化装置としての役割を果たすことができた

ことは原子力機構の研究実施責任者として望外の喜びであ

る．また，４節で述べた代表的成果以外にも多くの国内研

究者が JT-60 共同研究を通じてトカマク研究の最先端で活

躍できるようになったことは，旧核融合研究委員会の歴代

委員長（高村秀一名大教授，後藤誠一阪大教授，犬竹正明

東北大教授）と委員各位，並びに旧原研施設利用協議会核

融合専門部会，旧核融合研究協力委員会の委員長（濱田核

融合科学研究所教授）と委員各位の尽力の賜物であり，こ

の場を借りて深く謝意を表したい．

JT-60 は，文部科学省の重点化政策によって我が国が保

有する唯一の本格的トカマク装置となった．我が国のトカ

マク研究への貢献とITER計画での発言権確保のためにJT

-60SA への改造の組立てが始まる５年後まで４年間実験運

転を継続することが計画されている．多くの研究者が共同

研究に応募され，引き続き多くの優れた研究成果を上げら

れることを期待する． （菊池 満）
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